
 

 

令和５年度１２月補正予算（その４）の概要 

議会提出予定日：11月 30日（木） 

１ 補正予算のポイント 

 

○エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けている生活者や、医療・介護施設、中小企業

などの事業者に対する支援を引き続き実施する。 

○工業用ＬＰガス料金の高騰の影響を受けている中小企業等に対し、新たに高騰分を支援する。 

○県民の安全・安心を確保するための防災・減災、県土の強靱化の推進などの取組につい

て、令和６年度当初予算を前倒して進める。 

 

２ 補正予算の規模 

  

 
※それぞれの金額を四捨五入しているため、各表の合計等が合わない場合があります。 

 

 

（参考１）同時期の一般会計予算額の推移 

 
 

※12月補正額は、人事委員会勧告に基づく給与改定等による補正を除いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

補正前 補正後 伸び率

A B B／A

一般会計 842,913,769 25,489,450 868,403,219 103.0

特別会計 329,134,819 - 329,134,819

企業会計 60,220,791 275,000 60,495,791 100.5

合　計 1,232,269,379 25,764,450 1,258,033,829 102.1

今回補正額

令和５年１１月２９日 

三重県 総務部 財政課 

連絡先 TEL059-224-2216  

FAX059-224-2125 

 



 

３ 一般会計における歳入の概要 

 

〇重点支援地方交付金、追加交付された地方交付税等を活用する。 

（歳入の内訳）  

 
 

（参考２）財政調整のための基金の残高 

 
 ※それぞれの金額を四捨五入しているため、各表の合計等が合わない場合があります。 

  

（単位：千円）

地方交付税 161,569,016 1,946,890 163,515,906

国庫支出金 115,669,836 12,347,166 128,017,002

うち重点支援地方交付金（新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金）

24,067,887 3,900,000 27,967,887

繰入金 37,925,411 ▲ 1,663,707 36,261,704

うち財政調整のための基金 22,695,842 ▲ 1,663,707 21,032,135

分担金負担金 2,039,843 697,101 2,736,944

77,857,000 12,162,000 90,019,000

項目 補正前 補正額 補正後

県債

（単位：百万円、％）

補正前 増減額 補正後 前年度同期 前年度同期比

29,175 1,664 30,839 30,642 100.6



 

４ 一般会計における歳出の概要 
 

（１）物価高騰対策 計 40億7,574万7千円 

【生活者等への支援】 

①省エネ家電への買い換え等促進による生活者支援（環境生活部） 5億5,885万3千円 

エネルギー価格高騰の影響を受けている県民への支援と合わせて、温室効果ガスの削減を

図るため、省エネ性能の高い家電製品の購入者に対して、キャッシュレスポイント等を交付す

る。 

対象店舗において省エネ家電の購入時に、購入金額の最大20%相当のポイントを付与 

・対象製品：省エネ基準を満たすエアコン、冷蔵庫・冷凍庫、LED照明器具、電気温水機器 

          （予定） 

・対象店舗：みえ省エネ家電推進協力店舗 （R5.9.13現在 522店舗）  

※省エネ家電の省エネ性能や省エネになる使い方を来店者等へ丁寧にわかりやすく伝

えていただける店舗 

・対象期間：令和６年３月下旬～令和６年８月末（予定） 

・申込方法：Ｗｅｂサイトでの申込みを原則とし、郵送も可能とする予定 

    ・ポイント付与の仕組み：対象店舗から申込みに必要なチケットを配布予定 

 

 

②ＬＰガス料金の高騰に対する支援（雇用経済部） 16億5,000万円 

（令和５年度予算累計額：33億円） 

ＬＰガス料金の高騰によって、生活等に影響が生じている一般消費者及び事業者等に対し

て、販売事業者を通じて高騰分の一部支援を継続する。 

 ・支援対象：一般消費者・事業者等（50万世帯・者） 

 ・支援方法：減額助成事業を行う販売事業者への補助 

・支援額  ：１契約につき3,000円 

 ・対象期間：令和5年１０月分から令和6年３月分 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 



 

③私立学校等の物価高騰への支援（環境生活部、子ども・福祉部、医療保健部）  

  2,859万1千円 

（令和５年度予算累計額：1億2,879万6千円） 

物価高騰による保護者の経済的な負担軽減及び教育活動の継続を図るため、私立学校等

における給食費や電気・ガス・ガソリンの価格上昇分を学校等の設置者に対して引き続き補助

する。 

 給食費 電気料金 ガス料金 ガソリン料金 

私立学校 

（37施設） 

964万3千円 311万円 

 

164万4千円 

 

１０８万５千円 

 

私立幼稚園等 

（４１施設） 

1,002万６千円 38万8千円 １５万５千円 ５７万円 

認可外保育施設 

（１８９施設） 

１４１万１千円 １７万円 ４万1千円 １万９千円 

看護師等養成所 

（12施設） 

－ ２２万２千円 1０万７千円 － 

・補助限度額:補助単価   ×１か月あたり平均利用者数又は平均使用量×３か月 

・対象期間  ：令和６年１月～令和６年３月 

（※）補助単価は、過去３年の料金の平均と足元の料金との差や10月補正における単価な 

どを参考に、それぞれの支援内容別に設定。 

 

 

④県立学校における給食の食材費高騰への支援（教育委員会） 350万4千円 

（令和５年度予算累計額：1,487万4千円） 

物価高騰の影響を受ける中、給食を提供している県立学校における給食費の一部（食材価

格高騰分）を公費負担とすることで、保護者等の経済的な負担軽減を図る。 

・対象施設      ：特別支援学校（寄宿舎を含む）、定時制高校 

・給食費の補助額：補助単価×給食回数×補助対象人数×３か月 

・対象期間      ：令和６年１月～令和６年３月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※） 



 

【医療・介護事業者等への支援】 

⑤医療機関等の物価高騰への支援（医療保健部、子ども・福祉部） 8億5,444万9千円 

（令和５年度予算累計額：33億3,800万7千円） 

食材費やエネルギー価格が高騰する中、国等の公定価格により負担限度額が定められて

いるなどの理由から、利用料金へ価格転嫁ができない医療機関等に対して、食材費や電気料

金等の高騰分の一部を引き続き支援する。 

 

 食材費 電気料金 ガス料金 ガソリン料金 

医療機関等 

（2,941施設） 

１億2０２万7千円 ３億４，８７０万２千円 1６８万３千円 

薬局 

（854施設） 

－ ５，７５３万４千円 １１８万8千円 

高齢者施設 

（3,511施設） 

1億５,4５５万５千円 ５,２７５万９千円 1,０５０万2千円 2,６２６万８千円 

社会福祉施設等 

（2,815施設） 

2,733万６千円 2,4８０万６千円 ４９２万８千円 1,２９４万１千円 

 

歯科技工所 

（275施設） 

－ ７０万２千円 － 

・対象施設： 

医療機関等  ：病院、診療所、助産所、施術所（柔道整復、あん摩マッサージ指圧・は

り・きゅう） 

薬局        ：保険薬局 

高齢者施設  ：介護老人福祉施設、養護老人ホーム、軽費老人ホーム等 

社会福祉施設等：障害者支援施設等、児童入所施設等、救護施設 

・補助限度額:補助単価×１か月あたり平均利用者数又は平均使用量×３か月 

・対象期間：令和６年１月～令和６年３月 

 

 

【中小企業等への支援】 

⑥中小企業等の工業用ＬＰガスの高騰への支援（雇用経済部）    1億6,665万4千円 

【新規】工業用ＬＰガス料金の高騰の影響を受けている中小企業等の負担を緩和するため、

ＬＰガスの使用量に応じた額を支援する。 

・対象事業者：工業用ＬＰガスを使用する中小企業・小規模企業 

・支援額    ：工業用ＬＰガス使用分に対して7円／kgの支援 

・対象期間  ：令和5年4月～令和6年3月 

 

 



 

 ⑦中小企業等の特別高圧電力料金の高騰への支援（雇用経済部）    1億8,967万1千円 

（令和５年度予算累計額：5億5,554万9千円） 

電力料金の高騰の影響を受けている中小企業等の負担を緩和するため、特別高圧電力の

使用量に応じた額の支援を継続する。 

・対象事業者：①特別高圧を受電する中小企業・小規模企業 

②特別高圧を受電する商業施設等に入居する中小企業・小規模企業 

・支援額    ：電力使用分に対して１．８円／kWhの支援 

・対象期間  ：令和5年１０月～令和６年３月 

 

 

 ⑧中小企業・小規模企業による継続的な経営改善の取組の促進（雇用経済部） 

  1,464万5千円 

 【新規】中小企業・小規模企業による継続的な経営改善の取組を促進するため、これまで経

営改善に向けた行動計画の作成支援や専門家派遣等の伴走支援を受けて、賃上げや取引価

格の適正化等につながった取組事例を取りまとめ、ウェブサイトで公開することにより、好事例

の横展開を図る。 

   

 

【交通事業者への支援】 

⑨交通事業者への燃料費高騰分、運行経費の支援（地域連携・交通部） 

  1億9,222万5千円 

（令和５年度予算累計額：6億2,414万8千円） 

エネルギー価格高騰に直面している交通事業者に対し、引き続き燃料費の高騰分や一定期

間の運行費用の一部を支援することにより、地域公共交通の安定的な運行体制の確保を図

る。 

 （ⅰ）燃料費高騰に対する支援 

 ・支援対象：鉄道・バス・航路・タクシー事業者 

・支援額  ：３，０３１万７千円 

・対象期間：令和６年１月～令和６年３月 

※鉄道・バス・航路事業者は、対象期間における動力使用量に係る燃料費     

  高騰分の１／２を補助 

          ※タクシー事業者は、運行継続支援金（定額）として交付 

（ⅱ）安定的な運行に向けた支援 

・支援対象：鉄道・バス・航路事業者 

・支援額  ：１億6,190万８千円 

・支援内容：２か月分の運行経費の一部を補助 

※運輸費や運転（運航）費、車両等保存費などの運行経費に対して、コロナ 

前からの輸送人員等の減少率を乗じた額の1/2を補助 



 

【畜産業者への支援】 

⑩畜産農家の飼料価格高騰への支援（農林水産部）       4億1,715万5千円 
 （令和５年度予算累計額：16億7,292万9千円） 

長期化する飼料価格の高騰により経営環境が厳しくなっている県内畜産農家を引き続き支

援するため、配合飼料購入費のうち、国補てん制度の対象とならない農家負担額の一部支援

を継続する。また、粗飼料の購入費の一部についても、引き続き支援する。 

（ⅰ）配合飼料高騰対策 

  ・補助対象：足元の平均輸入価格－直近４年間の平均輸入価格－国補てん額 

・補助率  ：１/2以内 

  ・対象期間：令和６年１月～令和６年３月 

※国補てん制度の対象外である自家配合用原料に対しても、配合飼料と同額を支援。 

※令和５年度第４四半期の国補てん額は未定。 

（ⅱ）粗飼料高騰対策 

  ・補助対象：足元の平均輸入価格－直近４年間の平均輸入価格 

・補助率  ：1/2以内 

  ・対象期間：令和６年１月～令和６年３月 

 

 

（２）令和６年度当初予算を前倒して実施する県民の安全・安心の確保等 

計 214億920万3千円  

 

⑪防災・減災、県土強靱化等の推進（農林水産部、県土整備部） 214億920万3千円 

  国の補正予算を活用し、防災・減災、県土の強靱化のための対策等を推進する。 

 

    （単位：億円） 

  現計予算額 
12月補正 

 予算（その４）額 

12月補正 
予算（その４）後額 

①直轄事業 144.1  48.1 192.2  

 道路 112.6  31.6 144.2  

 河川 25.1  16.1 41.2  

 その他 6.4  0.4 6.8  

②国補事業 365.6  166.0 531.6  

 道路 154.3  52.1 206.4  

 河川 25.8         27.9 53.7  

 砂防 28.1  15.2 43.3  

 農業・農村 62.8  43.1 105.9  

 森林・林業 27.6   2.5 30.2  

 漁業・漁村 20.5   10.5 31.0  

 その他 46.4  14.6 61.1  

合   計 509.7  214.1 723.8  

（参考）令和４年度１月補正予算額  203.8 

 



 

（３）その他年度内に取り組むべき課題への対応 計 450万円 

⑫学校外での多様な学びの場の実態調査（教育委員会） 450万円 

    【新規】学校外での多様な学びの場を提供するフリースクール等の教育活動状況等の実態

について調査する。 

 

 

 ５ 企業会計の歳出の概要 

（１）流域下水道事業会計（県土整備部）                2 億 7,500 万円 

  国の補正予算を活用し、下水道施設の地震対策や老朽化対策を推進する。 


